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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の自動運転車両と通信可能な情報処理装置であって、
　前記複数の自動運転車両から、前記複数の自動運転車両の地図上の位置と、予め定めら
れた運転状況ごとに予め設定され、その度合いが大きいほど自動運転が不調であることを
示し、前記自動運転車両の自動運転を行う制御部の制御信号、前記自動運転車両の運動状
態、及び、運転者介入結果の少なくとも１つに基づいて判定される前記位置における運転
状況と前記予め定められた運転状況とに基づいて決定される自動運転の不調程度、に関す
る不調情報とを、通信を介して取得する取得部と、
　前記取得部により取得された前記位置と前記不調情報とを関連付けて記憶する記憶部と
、
　前記記憶部に記憶された前記位置及び前記不調情報に基づいて、各走行区間において不
調程度ごとに前記不調情報の報告数を集計する算出部と、
　前記算出部により集計された前記報告数が閾値以上であるか否かを不調程度ごとに判定
し、少なくとも１つの前記報告数が前記閾値以上となった走行区間を不調区間として判定
する判定部と、
　前記判定部により判定された前記不調区間の地図上の位置を前記自動運転車両へ配信す
る配信部と、
を備え、
　前記判定部は、前記不調程度が大きいほど小さい閾値を用いて前記不調区間を判定する
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、
情報処理装置。
【請求項２】
　前記配信部は、前記報告数が前記閾値以上となった前記不調情報の不調程度を前記自動
運転車両へ配信する請求項１に記載の情報処理装置。
【請求項３】
　複数の自動運転車両と通信可能な情報処理装置であって、
　前記複数の自動運転車両から、前記複数の自動運転車両の地図上の位置と、予め定めら
れた運転状況ごとに予め設定され、その度合いが大きいほど自動運転が不調であることを
示し、前記自動運転車両の自動運転を行う制御部の制御信号、前記自動運転車両の運動状
態、及び、運転者介入結果の少なくとも１つに基づいて判定される前記位置における運転
状況と前記予め定められた運転状況とに基づいて決定される自動運転の不調程度、に関す
る不調情報とを、通信を介して取得する取得部と、
　前記取得部により取得された前記位置と前記不調情報とを関連付けて記憶する記憶部と
、
　前記記憶部に記憶された前記位置及び前記不調情報に基づいて、各走行区間において不
調程度ごとに前記不調情報の報告数を集計する算出部と、
　前記算出部により集計された前記報告数を不調程度に応じた重みで重み付けし、重み付
けされた前記報告数が閾値以上であるか否かを不調程度ごとに判定し、少なくとも１つの
重み付けされた前記報告数が前記閾値以上となった走行区間を不調区間として判定する判
定部と、
　前記判定部により判定された前記不調区間の地図上の位置を前記自動運転車両へ配信す
る配信部と、
を備え、
　前記判定部は、前記不調程度が大きいほど大きい重みを用いて前記不調区間を判定する
、
情報処理装置。
【請求項４】
　前記配信部は、重み付けされた前記報告数が前記閾値以上となった前記不調情報の不調
程度を前記自動運転車両へ配信する請求項３に記載の情報処理装置。
【請求項５】
　複数の自動運転車両と通信可能な情報処理装置であって、
　前記複数の自動運転車両から、前記複数の自動運転車両の地図上の位置と、予め定めら
れた運転状況ごとに予め設定され、その度合いが大きいほど自動運転が不調であることを
示し、前記自動運転車両の自動運転を行う制御部の制御信号、前記自動運転車両の運動状
態、及び、運転者介入結果の少なくとも１つに基づいて判定される前記位置における運転
状況と前記予め定められた運転状況とに基づいて決定される自動運転の不調程度、に関す
る不調情報とを、通信を介して取得する取得部と、
　前記取得部により取得された前記位置と前記不調情報とを関連付けて記憶する記憶部と
、
　前記記憶部に記憶された前記位置及び前記不調情報に基づいて、各走行区間において不
調程度ごとに前記不調情報の報告数を集計する算出部と、
　前記算出部により集計された不調程度ごとの前記報告数を不調程度に応じた重みを用い
て重み付け加算して走行区間ごとにスコアを算出し、前記スコアが閾値以上となった走行
区間を不調区間として判定する判定部と、
　前記判定部により判定された前記不調区間の地図上の位置を前記自動運転車両へ配信す
る配信部と、
を備え、
　前記判定部は、前記不調程度が大きいほど大きい重みを用いて前記不調区間を判定する
、
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情報処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、情報処理装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、通信可能な車両が記載されている。車両は、自動運転が困難となる自
動運転困難領域（不調区間）を記憶した地図を用いて、不調区間に近づいていることを運
転者に知らせる。不調区間は、運転者が設定することもできる。例えば、運転者は、一時
的な工事に気付いた場合には、その場所は不調区間であると設定する。不調区間の情報は
ネットワークを介して他車両と共有される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】米国特許第８５０９９８２号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１記載の車両においては、不調区間は地図上に予め設定されているため、実際
の走行環境と差が生じるおそれがある。また、不調区間は運転者によって設定することが
できるものの、情報の信頼性に欠ける場合がある。情報の信頼性を向上させるためには、
ある程度の報告数が集まったときに不調区間と設定することが考えられる。しかしながら
、自動運転の不調程度が深刻な場合には、いち早く不調区間であると設定し、他車両と共
有する方が望ましい。本技術分野では、情報の信頼性を確保しつつ不調程度を考慮して不
調区間を設定することができる情報処理装置が望まれている。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の一側面に係る情報処理装置は、複数の自動運転車両と通信可能な情報処理装置
であって、複数の自動運転車両から複数の自動運転車両の地図上の位置及び自動運転の不
調程度に関する不調情報を、通信を介して取得する取得部と、取得部により取得された位
置と不調情報とを関連付けて記憶する記憶部と、記憶部に記憶された位置及び不調情報に
基づいて、各走行区間において不調程度ごとに不調情報の報告数を集計する算出部と、算
出部により集計された報告数が閾値以上であるか否かを不調程度ごとに判定し、少なくと
も１つの報告数が閾値以上となった走行区間を不調区間として判定する判定部と、判定部
により判定された不調区間の地図上の位置を自動運転車両へ配信する配信部と、を備え、
判定部は、不調程度が大きいほど小さい閾値を用いて不調区間を判定する。
【０００６】
　この情報処理装置は、不調程度が大きいほど小さい閾値を用いることにより、不調程度
が大きい報告ほど、少ない報告数で不調区間であると判定することができる。つまり、報
告された不調程度が深刻な場合には早期に不調区間であると設定し、不調区間の地図上の
位置を配信することができるとともに、報告された不調程度が深刻でない場合には、ある
程度の報告数が蓄積されたときに不調区間であると判定することで、情報の信頼性を確保
することができる。よって、情報の信頼性と確保しつつ不調程度を考慮して不調区間を設
定することができる。
【０００７】
　一実施形態においては、配信部は、報告数が閾値以上となった不調情報の不調程度を自
動運転車両へ配信してもよい。この場合、自動運転車両に対して、不調程度に応じた対応
を促すことができる。
【０００８】
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　本発明の他の側面に係る情報処理装置は、複数の自動運転車両と通信可能な情報処理装
置であって、複数の自動運転車両から複数の自動運転車両の地図上の位置及び自動運転の
不調程度に関する不調情報を、通信を介して取得する取得部と、取得部により取得された
位置と不調情報とを関連付けて記憶する記憶部と、記憶部に記憶された位置及び不調情報
に基づいて、各走行区間において不調程度ごとに不調情報の報告数を集計する算出部と、
算出部により集計された報告数を不調程度に応じた重みで重み付けし、重み付けされた報
告数が閾値以上であるか否かを不調程度ごとに判定し、少なくとも１つの重み付けされた
報告数が閾値以上となった走行区間を不調区間として判定する判定部と、判定部により判
定された不調区間の地図上の位置を自動運転車両へ配信する配信部と、を備え、判定部は
、不調程度が大きいほど大きい重みを用いて不調区間を判定する。
【０００９】
　この情報処理装置は、不調程度が大きいほど報告の重みを大きくすることにより、不調
程度が大きい報告ほど、少ない報告数で不調区間であると判定することができる。つまり
、報告された不調程度が深刻な場合には早期に不調区間であると設定し、不調区間の地図
上の位置を配信することができるとともに、報告された不調程度が深刻でない場合には、
ある程度の報告数が蓄積されたときに不調区間であると判定することで、情報の信頼性を
確保することができる。よって、情報の信頼性と確保しつつ不調程度を考慮して不調区間
を設定することができる。
【００１０】
　一実施形態においては、配信部は、重み付けされた報告数が閾値以上となった不調情報
の不調程度を自動運転車両へ配信してもよい。この場合、自動運転車両に対して、不調程
度に応じた対応を促すことができる。
【００１１】
　本発明の他の側面に係る情報処理装置は、複数の自動運転車両と通信可能な情報処理装
置であって、複数の自動運転車両から複数の自動運転車両の地図上の位置及び自動運転の
不調程度に関する不調情報を、通信を介して取得する取得部と、取得部により取得された
位置と不調情報とを関連付けて記憶する記憶部と、記憶部に記憶された位置及び不調情報
に基づいて、各走行区間において不調程度ごとに不調情報の報告数を集計する算出部と、
算出部により集計された不調程度ごとの報告数を不調程度に応じた重みを用いて重み付け
加算して走行区間ごとにスコアを算出し、スコアが閾値以上となった走行区間を不調区間
として判定する判定部と、判定部により判定された不調区間の地図上の位置を自動運転車
両へ配信する配信部と、を備え、判定部は、不調程度が大きいほど大きい重みを用いて不
調区間を判定する。
【００１２】
　この情報処理装置は、不調程度が大きい報告ほど不調区間と判定するためのスコアを大
きくすることができる。つまり、報告された不調程度が深刻な場合には、少ない報告数で
も不調区間であると設定することができるとともに、報告された不調程度が深刻でない場
合には、ある程度の報告数が蓄積されたときに不調区間であると判定することができる。
よって、情報の信頼性と確保しつつ不調程度を考慮して不調区間を設定することができる
。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明の種々の側面及び実施形態によれば、情報の信頼性と確保しつつ不調程度を考慮
して不調区間を設定することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】車両通信システムを説明する図である。
【図２】車両通信システムの構成を示すブロック図である。
【図３】集計データの一例である。
【図４】閾値テーブルの一例である。
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【図５】閾値を決定する関数の一例である。
【図６】取得処理のフローチャートである。
【図７】不調区間配信処理のフローチャートである。
【図８】重みテーブルの一例である。
【図９】重みを決定する関数の一例である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、図面を参照して、本発明の実施形態について説明する。なお、以下の説明におい
て、同一又は相当要素には同一符号を付し、重複する説明を省略する。
【００１６】
［車両通信システムの概要］
　図１は、車両通信システムを説明する図である。図１に示されるように、車両通信シス
テム１は、複数の車両２及びサーバ３を備える。
【００１７】
　複数の車両２は、車両２－１～車両２－ｎを含む。ｎは１より大きい自然数である。車
両２－１～車両２－ｎは、双方向通信機能を備えた車両である。車両２は、自動運転機能
を備えている。車両２は、速度センサなど走行に必要な周知の構成を備え、運転者の運転
操作又は自動運転機能によってアクチュエータなどを動作させて道路を走行する。車両２
－１～車両２－ｎは、ネットワークＮを介して、サーバ３と通信可能に構成されている。
ネットワークＮは、例えばインターネット又は専用回線などである。
【００１８】
　サーバ３は、複数の車両２からネットワークＮを介して情報を取得する。サーバ３は、
複数の車両２から得られた位置、速度、センサ情報、走行システムや車載機器の作動情報
、自動運転システムによる自動運転の信頼度、自動運転に対するオーバーライド回数（運
転者介入結果の一例）などを取得して集約する。また、サーバ３は、他のサーバなどから
渋滞情報、障害物情報、サービスエリア情報などを取得し、複数の車両２へ配信する。サ
ーバ３は、複数の車両２からの要求に応じて情報を配信することもできる。このように、
複数の車両２はサーバ３を介して情報を共有することができる。なお、サーバ３は、自動
運転車両以外の車両とも通信してもよい。
【００１９】
　複数の車両２が共有すべき情報として、不調区間がある。不調区間とは、地図上に設定
された区間であり、自動運転が困難となる区間である。不調区間は、自動運転が禁止され
た区間、及び、自動運転が不調である区間を含む。自動運転が禁止された区間とは、例え
ば、一時的な工事による通行止め区間、天候悪化区間、自動運転による合流の失敗が頻発
している区間などである。自動運転の不調とは、車両が自動運転として正常な走行を実現
していないことをいう。自動運転の不調の例としては、車両２の自動操舵がふらつくこと
、車両２が車線の中央を走行できていないこと、車両２の速度が極端に増減すること、車
両２の速度が安定しないこと、カーブにおいて自動運転制御の限界速度を超えてしまうこ
と、運転者による介入操作が多いこと、緊急停止システム（例えば、ＰＣＳ（Pre-crash 
Safety System）など）が作動すること、などである。
【００２０】
　不調区間は、複数の車両２から取得した情報（複数の車両２から報告された情報）に基
づいてサーバ３によって設定される。設定とは、位置情報と不調区間である旨の情報とが
関連付けることである。
【００２１】
　サーバ３は、不調区間の地図上の位置を記憶している。サーバ３は、不調区間の位置を
複数の車両２に配信することができる。これにより、不調区間の情報が複数の車両２で共
有される。車両２は、不調区間に近づいていることを運転者に報知したり、不調区間を手
動運転で走行するように運転者に提案したりしてもよい。
【００２２】
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［車両通信システムの詳細構成］
［車両］
　図２は、車両通信システム１の構成を説明するブロック図である。図２に示されるよう
に、車両２は、一例として、ＧＰＳ（Global Positioning System）受信部２１１、内部
センサ２１２、外部センサ２１３、操作入力部２１４、タッチセンサ２１５、操作量検出
センサ２１６、地図データベース２１７、自動運転ＥＣＵ（Electronic Control Unit）
２２、処理部２４、アクチュエータ２５及び通信部２６を備えている。
【００２３】
　ＧＰＳ受信部２１１は、ＧＰＳの信号を受信する機器である。ＧＰＳ受信部２１１は、
３個以上のＧＰＳ衛星から信号を受信することにより、車両２の位置を測定する。車両２
の位置は、例えば緯度及び経度などの位置情報で表現される。ＧＰＳ受信部２１１は、測
定された車両２の位置情報を自動運転ＥＣＵ２２及び処理部２４へ送信する。
【００２４】
　内部センサ２１２は、車両２の運動状態を検出する検出機器である。内部センサ２１２
は、一例として、車速センサ、加速度センサ及びヨーレートセンサを含む。車速センサは
、車両２の速度を検出する検出機器である。車速センサの一例は、車輪速センサである。
加速度センサは、車両２の加速度を検出する検出機器である。加速度センサの一例は、ば
ねに支えられたおもりを用いて、ばねの変位量から加速度を検出するセンサである。ヨー
レートセンサは、車両２のヨーレートを検出する検出機器である。ヨーレートセンサの一
例は、ジャイロセンサである。内部センサ２１２は、車両２の運動状態を自動運転ＥＣＵ
２２及び処理部２４へ送信する。
【００２５】
　外部センサ２１３は、車両２の周辺の状況を検出する検出機器である。外部センサ２１
３は、一例として、カメラ、レーダー（Radar）及びライダー（LIDAR：LaserImagingDete
ctionand Ranging）を含む。カメラは、車両２の外部状況を撮像する撮像機器である。レ
ーダーは、電波（例えばミリ波）を利用して車両２の外部の障害物を検出する検出機器で
ある。ライダーは、光を利用して車両２の外部の障害物を検出する検出機器である。外部
センサ２１３は、車両２の周辺の状況を自動運転ＥＣＵ２２及び処理部２４へ送信する。
【００２６】
　操作入力部２１４は、運転者による操作を受け付ける機器である。操作入力部２１４は
、一例としてステアリング操作を受け付けるステアリングホイール、ブレーキ操作を受け
付けるブレーキペダル、及び、アクセル操作を受け付けるアクセルペダルである。操作入
力部２１４は、運転操作に応じた信号をアクチュエータ２５へ送信する。
【００２７】
　タッチセンサ２１５は、運転者が操作入力部２１４に触れたことを検知する機器である
。タッチセンサ２１５の一例は、車両２のステアリングホイールに設けられ、ステアリン
グホイールに対する運転者の接触及び運転者がステアリングホイールを握る圧力を検出す
る感圧式センサである。タッチセンサ２１５は、操作入力部２１４に対する運転者の接触
情報及び圧力情報を自動運転ＥＣＵ２２及び処理部２４へ送信する。
【００２８】
　操作量検出センサ２１６は、車両２の運転者の加減速操作及び操舵操作の操作量を検出
する。操作量検出センサ２１６は、例えば、アクセルペダルセンサ、ブレーキペダルセン
サ及びステアリングセンサのうち少なくとも一つを含む。
【００２９】
　アクセルペダルセンサは、アクセルペダルの踏込み量を検出する検出器である。アクセ
ルペダルの踏込み量は、例えば所定位置を基準としたアクセルペダルの位置（ペダル位置
）である。アクセルペダルセンサは、例えば車両２のアクセルペダルのシャフト部分に対
して設けられる。アクセルペダルセンサは、アクセルペダルの踏込み量に応じた信号を自
動運転ＥＣＵ２２及び処理部２４へ送信する。
【００３０】
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　ブレーキペダルセンサは、ブレーキペダルの踏込み量を検出する検出器である。ブレー
キペダルセンサは、ブレーキペダルの操作力（ブレーキペダルに対する踏力やマスタシリ
ンダの圧力など）を検出してもよい。ブレーキペダルセンサは、ブレーキペダルの踏込み
量又は操作力に応じた信号を自動運転ＥＣＵ２２及び処理部２４へ送信する。
【００３１】
　ステアリングセンサは、ステアリングの回転状態を検出する検出器である。回転状態の
検出値は、例えば操舵トルク又は舵角（操舵操作の操作量）である。ステアリングセンサ
は、例えば、車両２のステアリングシャフトに対して設けられる。ステアリングセンサは
、ステアリングの操舵トルク又は舵角に応じた信号を自動運転ＥＣＵ２２及び処理部２４
へ送信する。
【００３２】
　地図データベース２１７は、地図情報を記憶するデータベースである。地図情報は、地
図を構築することができるデータである。地図情報には、道路の位置情報、道路形状の情
報（例えばカーブ、直線部の種別、カーブの曲率など）、道路の幅情報、道路の高さ情報
、交差点及び分岐点の位置情報、及び建物の位置情報などが含まれる。地図データベース
２１７は後述するサーバ３の地図データベース３４と所定の間隔で同期されてもよい。
【００３３】
　自動運転ＥＣＵ２２は、ＣＰＵ（Central Processing Unit）などの演算装置、ＲＯＭ
（Read Only Memory）、ＲＡＭ（Random Access Memory）などの記憶装置、ＣＡＮ（Cont
roller Area Network）通信回路などを有する電子制御ユニットである。自動運転ＥＣＵ
２２の後述する機能は、自動運転ＥＣＵ２２のＣＰＵが、記憶装置に記憶されたプログラ
ムをロードして実行することにより実現する。
【００３４】
　自動運転ＥＣＵ２２は、車両２に搭載され、車両２の自動運転を実行する。自動運転と
は、運転者が運転操作をすることなく、自動で車両を走行させる車両制御である。ＳＡＥ
（Society of Automotive Engineers）Ｊ３０１６には、自動運転の度合いに応じて自動
運転レベルが定められている。
【００３５】
　自動運転ＥＣＵ２２は、ＧＰＳ受信部２１１の車両２の位置情報、地図データベース２
１７の地図情報、内部センサ２１２及び外部センサ２１３の検出結果に基づいて、予め設
定された目的ルートに沿った走行計画を生成する。目的ルートは、運転者又は周知のナビ
ゲーションシステムによって設定される。自動運転ＥＣＵ２２は、走行計画に沿って自動
運転を実行する。自動運転ＥＣＵ２２は、車両２のアクチュエータに制御信号を送信する
ことで自動運転を実行する。自動運転ＥＣＵ２２は、周知の手法により走行計画を生成す
ると共に自動運転を実行する。自動運転ＥＣＵ２２は、自動運転中の操舵や加減速の制御
信号を処理部２４へ送信する。なお、自動運転ＥＣＵ２２は、走行計画を生成することが
困難な場合もある。例えば、合流部や分岐部は、他車両の走行状況に応じて走行計画が生
成できないことがある。自動運転ＥＣＵ２２は、走行計画の生成に失敗した場合には、計
画失敗を示す信号を処理部２４へ送信する。
【００３６】
　自動運転ＥＣＵ２２は、予め設定された自動運転の終了条件が満たされた場合、自動運
転を終了して車両２を手動運転に移行させる。手動運転とは、運転者が主体となって運転
者の運転操作により車両を走行させる状態である。自動運転の終了条件は、運転者による
介入操作が行われたという条件を含む。自動運転ＥＣＵ２２は、操作量検出センサ２１６
により出力される信号に基づいて、運転者による介入操作があるか否かを判断する。自動
運転ＥＣＵ２２は、判断結果を運転者介入結果として、処理部２４へ送信する。運転者介
入結果とは、運転者による介入操作に関する情報であり、介入操作の有無、種別（ステア
リング操作、ブレーキ操作、アクセル操作）などを含む情報である。また、自動運転ＥＣ
Ｕ２２は、自動運転の終了の信号を処理部２４へ送信する。
【００３７】
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　処理部２４は、制御装置であり、ＣＰＵなどの演算装置、ＲＯＭ、ＲＡＭなどの記憶装
置、ＣＡＮ通信回路などを有する電子制御ユニットである。処理部２４は、ＧＰＳ受信部
２１１から取得した位置情報と地図データベース２１７の地図とを用いて得られる車両２
の地図上の位置、並びに、内部センサ２１２、外部センサ２１３、タッチセンサ２１５、
操作量検出センサ２１６及び自動運転ＥＣＵ２２により出力された情報の一部又は全て（
以下、取得データともいう。）を用いて、報告データを生成する。報告データとは、サー
バ３へ出力するデータであり、地図上の位置と、自動運転の不調程度に関する不調情報と
を含む。
【００３８】
　不調程度とは、自動運転の不調の度合いである。不調程度として、例えば段階的に自動
運転の不調の大きさを表現してもよい。例えば、不調程度は、「小」「小＋」「中」「中
＋」「大」などのカテゴリで表現されてもよい。このようなカテゴリと不調の内容とは定
義テーブルなどで予め関連付けられている。例えば、不調程度「小」は、例えば、車両２
がふらついた場合と定義されてもよい。このような「走行のふらつき」については、例え
ば、自動運転ＥＣＵ２２が出力した操舵の制御信号の変動又は内部センサ２１２により取
得された加速度の変動を用いて判定される。不調程度「小＋」は、例えば、自動運転ＥＣ
Ｕ２２の要求無しにハンズオン（Hands-On）が発生した場合と定義されてもよい。このよ
うな「ハンズオン」については、例えば、自動運転ＥＣＵ２２の制御信号及びタッチセン
サ２１５の検出結果を用いて判定される。不調程度「中」は、例えば、オーバーライド（
自動運転への運転者介入）が発生した場合と定義されてもよい。このような「オーバーラ
イド」については、例えば、自動運転ＥＣＵ２２の制御信号及び操作量検出センサ２１６
の検出結果を用いて判定される。不調程度「中＋」は、例えば、オーバーライドが発生し
、かつ、急操舵又は急加減速が発生した場合と定義されてもよい。このような状況につい
ては、例えば、自動運転ＥＣＵ２２の制御信号及び操作量検出センサ２１６の検出結果を
用いて判定される。不調程度「大」は、例えば、緊急停止が発生した場合と定義されても
よい。このような状況については、例えば、自動運転ＥＣＵ２２の制御信号（計画失敗を
示す信号）を用いて判定される。車両２が緊急停止時に発動する緊急停止システム（例え
ば、ＰＣＳなど）を搭載している場合には、緊急停止システムの作動データを用いて判定
されてもよい。
【００３９】
　不調情報は、不調程度に関するデータである。不調情報は、「小」「小＋」「中」「中
＋」「大」などの不調程度を示すデータであってもよいし、不調程度を判定する元データ
（車両２の取得データ）であってもよい。車両２が不調程度を報告データに含める場合に
は、車両２側で不調程度を判定する。車両２は、予め車両２に記憶された定義テーブルを
参照し、取得データに基づいて不調程度を出力する。車両２が元データを報告データに含
める場合には、車両２側で不調程度を判定せず、サーバ３側で不調程度を判定する。
【００４０】
　地図上の位置は、上述したとおり、地図データベース２１７の地図上の位置であり、上
述した報告データを生成したときの車両２の地図上の位置、又は上述した運転者介入があ
ったときの車両２の地図上の位置である。
【００４１】
　処理部２４は、通信部２６を介して報告データをサーバ３へ送信する。処理部２４は、
所定期間における情報を用いて１周期分の報告データを作成するとともに所定周期でサー
バ３へ送信してもよいし、サーバ３の要求に応じて蓄積した報告データを送信するように
してもよい。通信部２６は、ネットワークＮの通信プロトコルに準拠した通信機器である
。また、処理部２４は、通信部２６を介してサーバ３へ情報の要求信号を出力し、サーバ
３から情報を取得する。
【００４２】
　アクチュエータ２５は、車両２の走行制御を実行する装置である。アクチュエータ２５
は、周知のエンジンアクチュエータ、ブレーキアクチュエータ、及び操舵アクチュエータ
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を少なくとも含む。アクチュエータ２５は、操作入力部２１４からの信号、又は、自動運
転ＥＣＵ２２からの制御信号に基づいて動作する。
【００４３】
［サーバ］
　サーバ３は、車両２と通信可能であり、一例として、通信部３１、制御部３２、記憶部
３３及び地図データベース３４を備えている。
【００４４】
　通信部３１は、ネットワークＮの通信プロトコルに準拠した通信機器である。制御部３
２は、ＣＰＵなどの演算装置であり、機能的には、取得部３２１、算出部３２２、判定部
３２３及び配信部３２４を含む。情報処理装置１０は、取得部３２１、算出部３２２、判
定部３２３、配信部３２４及び記憶部３３を含み、複数の車両２と通信可能である。
【００４５】
　取得部３２１は、報告データを複数の車両２から通信を介して取得する。取得部３２１
は、ネットワークＮ及び通信部３１を介して車両２から報告データを取得する。取得部３
２１は、車両２が所定周期で送信した報告データを取得してもよいし、車両２へ所定タイ
ミングで報告データを要求してもよい。取得部３２１は、取得した報告データを記憶部３
３へ蓄積する。記憶部３３は、取得部３２１により取得された車両２の地図上の位置と不
調情報とを関連付けて記憶する。取得部３２１は、例えば取得時間と報告データとを関連
付けて記憶部３３に蓄積してもよいし、区間（位置）ごとに報告データを取得時間と関連
付けて記憶部３３に蓄積してもよい。
【００４６】
　算出部３２２は、記憶部３３に記憶された位置及び不調情報に基づいて、各走行区間に
おいて不調程度ごとに不調情報の報告数を集計する。最初に、算出部３２２は、不調情報
が不調程度そのものではない場合には、不調情報（元データ）及び定義テーブルに基づい
て不調程度を算出し、報告データと関連付ける。次に、算出部３２２は、走行区間ごとに
報告データをカウントする。さらに、算出部３２２は、走行区間において、不調程度ごと
に不調情報の報告数を集計する。図３は、集計データの一例である。図３では、走行区間
として「区間Ａ」「区間Ｂ」「区間Ｃ」「区間Ｄ」「区間Ｅ」「区間Ｆ」「区間Ｇ」を集
計の対象としている。また、不調程度として「小」「小＋」「中」「中＋」「大」を集計
の対象としている。算出部３２２は、走行区間「区間Ａ」かつ不調程度「小」の報告があ
った場合、走行区間「区間Ａ」かつ不調程度「小」の報告数を１つ増加させる。このよう
にして、算出部３２２は、集計データを完成させる。
【００４７】
　図３に示される集計データにおいて、「区間Ａ」については、不調程度「小」の報告が
合計１０回、不調程度「中」「中＋」の報告はそれぞれ合計２回、不調程度「小＋」「大
」の報告はそれぞれ合計０回である。「区間Ｂ」については、不調程度「小」の報告が合
計４０回、不調程度「小＋」「中」「中＋」「大」の報告はそれぞれ合計０回である。「
区間Ｃ」については、不調程度「小＋」の報告が合計５回、不調程度「中＋」「大」の報
告がそれぞれ合計１回、不調程度「小」「中」の報告はそれぞれ合計０回である。「区間
Ｄ」については、不調程度「小」「小＋」「中」「中＋」「大」の報告はそれぞれ合計０
回である。「区間Ｅ」については、不調程度「中」の報告が合計６回、不調程度「小」「
小＋」「中＋」「大」の報告はそれぞれ合計０回である。「区間Ｆ」については、不調程
度「小＋」の報告が合計２０回、不調程度「小」「中」「中＋」「大」の報告はそれぞれ
合計０回である。「区間Ｆ」については、不調程度「小＋」「中」の報告がそれぞれ合計
２回、不調程度「小」「中＋」「大」の報告はそれぞれ合計０回である。このように、算
出部３２２は、走行区間ごと、かつ、不調程度ごとに報告数を集計する。
【００４８】
　算出部３２２は、取得部３２１により報告データを取得したタイミングで報告数を集計
してもよいし、所定のタイミング（例えば所定間隔）で報告数を集計してもよい。
【００４９】
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　判定部３２３は、算出部３２２により集計された報告数に基づいて、不調区間を判定す
る。具体的には、判定部３２３は、報告数と閾値とを比較して不調区間を判定する。閾値
は、不調区間を判定するための基準となる値であり、不調区間ごとに予め設定されている
。一例として、判定部３２３は、不調程度と閾値とが関連付けられた閾値テーブルを参照
して、不調区間ごとの閾値を取得する。
【００５０】
　図４は、閾値テーブルの一例である。図４に示されるように、不調程度と閾値とが関連
付けられている。例えば、不調程度「小」には閾値「２０」、不調程度「小＋」には閾値
「１０」、不調程度「中」には閾値「５」、不調程度「中＋」には閾値「２」、不調程度
「大」には閾値「１」がそれぞれ関連付けられている。このように、不調程度が大きいほ
ど小さい閾値が設定されている。
【００５１】
　判定部３２３は、例えば図４に示される閾値テーブルを用いて不調程度ごとの閾値を取
得し、不調程度ごとの閾値と報告数とを比較し、不調区間を判定する。具体的には、判定
部３２３は、算出部３２２により集計された報告数が閾値以上であるか否かを不調程度ご
とに判定する。
【００５２】
　図３の集計データを例にすると、「区間Ａ」については、不調程度「小」「小＋」「中
」「大」の報告数はそれぞれの不調程度の閾値以上ではなく、不調程度「中＋」の報告数
「２」が不調程度「中＋」の閾値「２」以上である。「区間Ｂ」については、不調程度「
小＋」「中」「中＋」「大」の報告数はそれぞれの不調程度の閾値以上ではなく、不調程
度「小」の報告数「４０」が不調程度「小」の閾値「２０」以上である。「区間Ｃ」につ
いては、不調程度「小」「小＋」「中」「中＋」の報告数はそれぞれの不調程度の閾値以
上ではなく、不調程度「大」の報告数「１」が不調程度「大」の閾値「１」以上である。
「区間Ｄ」については、不調程度「小」「小＋」「中」「中＋」「大」の報告数はそれぞ
れの不調程度の閾値以上ではない。「区間Ｅ」については、不調程度「小」「小＋」「中
＋」「大」の報告数はそれぞれの不調程度の閾値以上ではなく、不調程度「中」の報告数
「６」が不調程度「中」の閾値「５」以上である。「区間Ｆ」については、不調程度「小
」「中」「中＋」「大」の報告数はそれぞれの不調程度の閾値以上ではなく、不調程度「
小＋」の報告数「２０」が不調程度「小＋」の閾値「１０」以上である。「区間Ｇ」につ
いては、不調程度「小」「小＋」「中」「中＋」「大」の報告数はそれぞれの不調程度の
閾値以上ではない。
【００５３】
　判定部３２３は、少なくとも１つの報告数が閾値以上となった走行区間を不調区間とし
て判定する。図３の集計データを例にすると、「区間Ａ」は不調程度「中＋」の不調区間
、「区間Ｂ」は不調程度「小」の不調区間、「区間Ｃ」は不調程度「大」の不調区間、「
区間Ｅ」は不調程度「中」の不調区間、「区間Ｆ」は不調程度「小＋」の不調区間として
判定される。判定部３２３は、「区間Ｄ」「区間Ｇ」については、不調区間として判定し
ない。
【００５４】
　他の例として、判定部３２３は、所定の関数を用いて不調程度が大きいほど小さい閾値
を採用するようにしてもよい。図５は、閾値を決定する関数の一例である。図５に示され
るグラフは、横軸が不調程度、縦軸が閾値である。判定部３２３は、図５に示されるよう
な不調程度をパラメータとした単調減少関数を用いて、不調程度が大きいほど小さい閾値
を決定してもよい。
【００５５】
　配信部３２４は、不調区間が設定された場合には、不調区間の地図上の位置を車両２へ
送信する。これにより、複数の車両２にて不調区間の位置が共有される。また、配信部３
２４は、通信部３１を介して車両２へ要求されたデータを送信する。例えば、配信部３２
４は、車両２から不調区間に関する問い合わせがあった場合、通信部３１を介して車両２
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へ不調区間の位置を送信する。
【００５６】
　配信部３２４は、報告数が閾値以上となった不調情報の不調程度を車両２へ配信しても
よい。つまり、配信部３２４は、不調区間の位置だけでなく、その不調区間の不調程度も
合わせて配信する。これにより、車両２に対して不調程度に応じた支援を促すことができ
る。例えば、車両２は、配信された不調程度が「中」「中＋」「大」の場合には、不調区
間においてオーバーライドするように事前に運転者に報知することができる。また、例え
ば、車両２は、配信された不調程度が「小＋」の場合には、不調区間においてハンズオン
するように事前に運転者に報知することができる。また、例えば、車両２は、配信された
不調程度が「小」の場合には、運転者に報知しないとすることができる。
【００５７】
　地図データベース３４は、車両２の地図データベース２１７と同一の構成である。地図
データベース３４は車両２の地図データベース２１７と所定の間隔で同期されてもよい。
【００５８】
［フローチャート］
　図６は、情報処理装置１０の取得処理のフローチャートである。このフローチャートは
、情報処理装置１０の動作指示を受け付けたタイミングで開始される。
【００５９】
　図６に示されるように、情報処理装置１０の取得部３２１は、取得処理（Ｓ１０）とし
て、車両２から報告データを取得する。次に、取得部３２１は、記憶処理（Ｓ１２）とし
て、報告データを取得時間とともに記憶部３３に蓄積する。以上でフローチャートが終了
する。フローチャートが終了すると、所定のタイミングでフローチャートを開始するよう
にしてもよい。この場合、報告データが時系列で記憶される。
【００６０】
　図７は、情報処理装置１０の不調区間配信処理のフローチャートである。このフローチ
ャートは、図６に示されたフローチャートが少なくとも１回実行された後に実行される。
なお、このフローチャートは、図６に示されたフローチャートと並行して行ってもよい。
【００６１】
　図７に示されるように、情報処理装置１０の算出部３２２は、算出処理（Ｓ１４）とし
て、各走行区間において不調程度ごとに不調情報の報告数を集計する。次に、情報処理装
置１０の判定部３２３は、不調区間判定処理（Ｓ１６）として、集計された報告数が閾値
以上であるか否かを不調程度ごとに判定し、少なくとも１つの報告数が閾値以上となった
走行区間を不調区間として判定する。次に、情報処理装置１０の配信部３２４は、不調区
間の地図上の位置を車両２へ配信する。配信処理（Ｓ１８）が終了した場合には、図７に
示されるフローチャートを終了する。
【００６２】
　以上、第１実施形態に係る情報処理装置１０は、不調程度が大きいほど小さい閾値を用
いることにより、不調程度が大きい報告ほど、少ない報告数で不調区間であると判定する
ことができる。つまり、報告された不調程度が深刻な場合には早期に不調区間であると設
定し、不調区間の地図上の位置を配信することができるとともに、報告された不調程度が
深刻でない場合には、ある程度の報告数が蓄積されたときに不調区間であると判定するこ
とで、情報の信頼性を確保することができる。よって、情報の信頼性と確保しつつ不調程
度を考慮して不調区間を設定することができる。
【００６３】
［第２実施形態］
　第２実施形態に係る情報処理装置は、第１実施形態に係る情報処理装置１０と比べて、
判定部３２３の機能が相違し、その他は同一である。以下では第１実施形態と重複する説
明は省略し、相違点を中心に説明する。
【００６４】
　第２実施形態に係る情報処理装置の構成は、第１実施形態に係る情報処理装置１０の構
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成と同一である。第１実施形態においては、判定部３２３は、不調程度によって異なる閾
値を用いて報告数を判定する。これに対して、第２実施形態においては、判定部３２３は
、不調程度によって報告数に重みを付け、共通の閾値（定数）を用いて報告数を判定する
。共通の閾値とは、不調程度に応じて変更させることがないことを意味する。
【００６５】
　判定部３２３は、算出部３２２により集計された報告数を不調程度に応じた重みで重み
付けし、重み付けされた報告数が閾値以上であるか否かを不調程度ごとに判定する。不調
程度に応じた重みとは、予め定められ、不調程度が大きいほど大きくなる重みである。
【００６６】
　一例として、判定部３２３は、不調程度と重みとが関連付けられた重みテーブルを参照
して、不調区間ごとの閾値を取得する。図８は、重みテーブルの一例である。図８に示さ
れるように、不調程度と閾値とが関連付けられている。例えば、不調程度「小」には重み
「１」、不調程度「小＋」には重み「２」、不調程度「中」には重み「５」、不調程度「
中＋」には重み「１０」、不調程度「大」には重み「２０」がそれぞれ関連付けられてい
る。このように、不調程度が大きいほど大きい重みが設定されている。
【００６７】
　判定部３２３は、例えば図８に示される重みテーブルを用いて不調程度ごとの重みを取
得し、不調程度ごとの重みで報告数を重み付けする。図３に示される集計データを例にす
ると、「区間Ａ」については、不調程度「小」の報告が合計１０回、不調程度「中」「中
＋」の報告はそれぞれ合計２回、不調程度「小＋」「大」の報告はそれぞれ合計０回であ
る。不調程度「小」の重みは「１」であるので、重み付けされた報告数は１０×１＝１０
となる。不調程度「中」の重みは「５」であるので、重み付けされた報告数は２×５＝１
０となる。不調程度「中＋」の重みは「１０」であるので、重み付けされた報告数は２×
１０＝２０となる。不調程度「小＋」「大」の報告はそれぞれ合計０回であるので、重み
付けされた報告数は、それぞれ０×２＝０及び０×２０＝０となる。同様に、「区間Ｂ」
については、重み付けされた報告数は、「小」が４０、「小＋」「中」「中＋」「大」が
それぞれ０である。「区間Ｃ」については、重み付けされた報告数は、「小」が０、「小
＋」が１０、「中」が０、「中＋」が１０、「大」が１０である。「区間Ｄ」については
、重み付けされた報告数は、「小」「小＋」「中」「中＋」「大」全て０である。「区間
Ｅ」については、重み付けされた報告数は、「小」が０、「小＋」が０、「中」が３０、
「中＋」が０、「大」が０である。「区間Ｆ」については、重み付けされた報告数は、「
小」が０、「小＋」が４０、「中」が０、「中＋」が０、「大」が０である。「区間Ｇ」
については、重み付けされた報告数は、「小」が０、「小＋」が４、「中」が１０、「中
＋」が０、「大」が０である。このように、算出部３２２は、走行区間ごと、かつ、不調
程度ごとに報告数を重み付けする。
【００６８】
　判定部３２３は、算出部３２２により集計された重み付けされた報告数が閾値以上であ
るか否かを不調程度ごとに判定する。閾値を「２０」とし、図３の集計データを例にする
と、第１実施形態と同様に、「区間Ａ」は不調程度「中＋」の不調区間、「区間Ｂ」は不
調程度「小」の不調区間、「区間Ｃ」は不調程度「大」の不調区間、「区間Ｅ」は不調程
度「中」の不調区間、「区間Ｆ」は不調程度「小＋」の不調区間として判定される。判定
部３２３は、「区間Ｄ」「区間Ｇ」については、不調区間として判定しない。
【００６９】
　他の例として、判定部３２３は、所定の関数を用いて不調程度が大きいほど大きくなる
重みを採用するようにしてもよい。図９は、重みを決定する関数の一例である。図９に示
されるグラフは、横軸が不調程度、縦軸が重みである。判定部３２３は、図９に示される
ような不調程度をパラメータとした単調増加関数を用いて、不調程度が大きいほど大きく
なる重みを決定してもよい。
【００７０】
　その他の構成及び処理の流れは第１実施形態に係る情報処理装置１０と同一である。
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【００７１】
　以上、第２実施形態に係る情報処理装置は、不調程度が大きいほど報告の重みを大きく
することにより、不調程度が大きい報告ほど、少ない報告数で不調区間であると判定する
ことができる。つまり、報告された不調程度が深刻な場合には早期に不調区間であると設
定し、不調区間の地図上の位置を配信することができるとともに、報告された不調程度が
深刻でない場合には、ある程度の報告数が蓄積されたときに不調区間であると判定するこ
とで、情報の信頼性を確保することができる。よって、情報の信頼性と確保しつつ不調程
度を考慮して不調区間を設定することができる。
【００７２】
［第３実施形態］
　第３実施形態に係る情報処理装置は、第１実施形態に係る情報処理装置１０と比べて、
判定部３２３の機能が相違し、その他は同一である。以下では第１実施形態と重複する説
明は省略し、相違点を中心に説明する。
【００７３】
　第３実施形態に係る情報処理装置の構成は、第１実施形態に係る情報処理装置１０の構
成と同一である。第３実施形態においては、判定部３２３は、不調程度に応じた重みと報
告数とを重み付け加算したスコアと、スコアに対する閾値（定数）とを用いて、不調区間
を判定する。
【００７４】
　具体的な一例として、判定部３２３は、算出部３２２により集計された不調程度ごとの
報告数を不調程度に応じた重みを用いて重み付け加算して走行区間ごとにスコアを算出す
る。不調程度に応じた重みとは、第２実施形態と同様であり、予め定められ、不調程度が
大きいほど大きくなる重みである。つまり、判定部３２３は、図８に示された重みテーブ
ルを用いてもよいし、図９に示されるような不調程度をパラメータとした単調増加関数を
用いて、不調程度が大きいほど大きくなる重みを決定してもよい。スコアとは、不調区間
を判定するための値である。ここでは、スコアは、その値が大きくなるほど不調区間と設
定した方がよいことを示している。
【００７５】
　図３に示される集計データを例にすると、「区間Ａ」については、不調程度「小」の報
告が合計１０回、不調程度「中」「中＋」の報告はそれぞれ合計２回、不調程度「小＋」
「大」の報告はそれぞれ合計０回である。不調程度「小」の重みは「１」であるので、重
み付けされた報告数は１０×１＝１０となる。不調程度「中」の重みは「５」であるので
、重み付けされた報告数は２×５＝１０となる。不調程度「中＋」の重みは「１０」であ
るので、重み付けされた報告数は２×１０＝２０となる。不調程度「小＋」「大」の報告
はそれぞれ合計０回であるので、重み付けされた報告数は、それぞれ０×２＝０及び０×
２０＝０となる。判定部３２３は、重み付けされた報告数を加算することで、スコアを算
出する。つまり「区間Ａ」のスコアは、１０＋０＋１０＋２０＋０＝４０となる。同様に
、「区間Ｂ」については、重み付けされた報告数は、「小」が４０、「小＋」「中」「中
＋」「大」がそれぞれ０であり、スコアは４０である。「区間Ｃ」については、重み付け
された報告数は、「小」が０、「小＋」が１０、「中」が０、「中＋」が１０、「大」が
１０であり、スコアは３０である。「区間Ｄ」については、重み付けされた報告数は、「
小」「小＋」「中」「中＋」「大」全て０であり、スコアは０である。「区間Ｅ」につい
ては、重み付けされた報告数は、「小」が０、「小＋」が０、「中」が３０、「中＋」が
０、「大」が０であり、スコアは３０である。「区間Ｆ」については、重み付けされた報
告数は、「小」が０、「小＋」が４０、「中」が０、「中＋」が０、「大」が０であり、
スコアは４０である。「区間Ｇ」については、重み付けされた報告数は、「小」が０、「
小＋」が４、「中」が１０、「中＋」が０、「大」が０であり、スコアは１４である。こ
のように、算出部３２２は、走行区間ごとに重み付け加算したスコアを算出する。
【００７６】
　判定部３２３は、スコアが閾値以上となった走行区間を不調区間として判定する。閾値
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は、スコアを判定するために、予め定められた値（定数）である。閾値を「２０」とし、
図３の集計データを例にすると、第１実施形態と同様に、「区間Ａ」「区間Ｂ」「区間Ｃ
」「区間Ｅ」「区間Ｆ」は不調区間として判定される。判定部３２３は、「区間Ｄ」「区
間Ｇ」については、不調区間として判定しない。
【００７７】
　その他の構成及び処理の流れは第１実施形態に係る情報処理装置１０と同一である。
【００７８】
　以上、第３実施形態に係る情報処理装置によれば、不調程度が大きい報告ほど不調区間
と判定するためのスコアを大きくすることができる。つまり、報告された不調程度が深刻
な場合には、少ない報告数でも不調区間であると設定することができるとともに、報告さ
れた不調程度が深刻でない場合には、ある程度の報告数が蓄積されたときに不調区間であ
ると判定することができる。よって、情報の信頼性と確保しつつ不調程度を考慮して不調
区間を設定することができる。
【００７９】
　上述した実施形態は、当業者の知識に基づいて種々の変更、改良を施した様々な形態で
実施することができる。例えば、ＥＣＵは、複数の電子制御ユニットから構成されていて
もよい。また、サーバ３は複数のサーバから構成されていてもよい。
【符号の説明】
【００８０】
　１…車両通信システム、１０…情報処理装置、２…車両、３…サーバ、Ｎ…ネットワー
ク、３２１…取得部、３２２…算出部、３２３…判定部、３２４…配信部。

【図１】 【図２】
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